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第5次IPCC報告の教訓 

• 気候変動枠組み条約（対策の究極目標） 
 

• 対策費用の表示の仕方 
 

• 気候損害のそれとのアンバランス 
 

• 気候感度問題 
 

• 「政治経済学」的視点の欠如 



対策の究極目標 
UNFCCC 第2条 

• 危険でない濃度の安定化（第1項）を持続的
経済発展を可能とする時間軸で達成（第2項） 
 

• IPCC第4次報告の書き方 
  過少対策と過剰対策のバランス 
  →気候損害と対策コストのバランス 
 

• 従来は第2項への配慮が少ない 



非現実的コスト表示 

RITEの計算：INDCの削減量を各国の炭素税（最小費用）で実施すると世界共通
炭素税の6.5倍、しかもどの国も炭素税のみでの目標達成を目指していない 



損害の表示はコストと異なる 

• 気温2.5℃上昇の場合の損害は消費の0.2-
2.0％、損害は更に大きいだろう。 

• 対策コストは2100年にはGDPの4.8％だが、こ
れは2100年にかけての経済成長率を僅か
0.6％ずつ引き下げるにすぎない（経済は成
長を続ける）。 

• なぜ損害について同様の書き方をしないの
か（気候損害はGDPの伸びをｘ％減ずるにす
ぎない）。 



気候感度の扱い 
気候感度の相違による排出経路は大きく異なる 

第4次報告 第5次報告 

気候感度3℃使用を明記 気候感度明記無し、実際は3℃を使用 



政治経済学の教訓の取り入れ 
IPCC報告書の書き方 

従来 
• 2℃目標達成は可能、但しそのための条件は世界
共通炭素税、BECCSを含む技術入手可能性等々が
満たされなければならない 

  （この場合政治家は「可能」という点のみつまみ食い） 

今後 
• 2℃目標は次の条件が満たされない限り困難、条件

はこれこれ。更に政治家は世界共通炭素税をはじ
めとする諸条件にコミットせねばならないと明記 
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